
　令和７年４月に開催しました議会報告会では、　令和７年４月に開催しました議会報告会では、
参加いただいた市民の皆様から、さまざまなご参加いただいた市民の皆様から、さまざまなご
意見をいただきました（つなぐ 6 月号で紹介）。意見をいただきました（つなぐ 6 月号で紹介）。
議会において、それらのご意見について、市の議会において、それらのご意見について、市の
現状の調査をはじめ、検討等を行い、下記の１現状の調査をはじめ、検討等を行い、下記の１
件を市長に要望しました。その他のご意見は、件を市長に要望しました。その他のご意見は、
常任委員会等で検討するなど参考意見として活常任委員会等で検討するなど参考意見として活
用させていただきます。用させていただきます。

政務活動費とは、地方自治法に基づいて、市議会議員が政策の調査や研究のために必要な経費
として使うことができるものです。
研修会等への参加費や、議員活動・市政の報告等を行うための広報印刷費、研究資料の作成費
など多岐にわたって活用されています。

●�「三田市議会政務活動費の交付に関する条例第2条」に基づき、
会派支給または、個人支給のどちらかを議員が選択します。

●1人当たりの年間交付額は、条例に基づき72万円としています。
（支出額が交付額を超える場合は、議員が負担しています。）

交付対象者
会派または
個人

創志会
６人

※４月〜10月は5人
（盟政会）

公明党
3人

日本共産党
三田市議団
3人

佐貫 尚子 中田 哲 関口 正人 肥後 淳三 福本 愛 小山 裕久
11月～3月

交　付　額 3,900,000円 2,160,000円 2,160,000円 720,000円 720,000円 720,000円 720,000円 720,000円 300,000円
支　出　額 3,041,828円 844,443円 1,771,936円 194,850円 516,309円 376,053円 480,326円 434,309円 230,943円
返　納　額 858,172円 1,315,557円 388,064円 525,150円 203,691円 343,947円 239,674円 285,691円 69,057円

費
目
別
支
出
額

研究研修費 627,900円 3,000円 0円 0円 0円 3,440円 119,949円 351,380円 150,460円
調 査 旅 費 932,366円 0円 150,945円 0円 0円 0円 126,982円 0円 0円
資料作成費 422,150円 34,598円 0円 12,275円 46,064円 7,730円 81,396円 12,691円 14,520円
資料購入費 344,783円 251,915円 170,911円 84,723円 118,040円 48,470円 19,755円 4,400円 8,957円
要請・陳情活動費 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円
広報広聴費 63,250円 0円 763,404円 0円 233,030円 243,000円 0円 0円 0円
備　品　費 53,819円 100,506円 0円 8,833円 8,833円 8,000円 0円 0円 8,000円
通信運搬費 597,560円 404,604円 359,299円 84,894円 106,217円 63,768円 54,103円 65,838円 47,361円
事 務 所 費 0円 49,820円 327,377円 4,125円 4,125円 1,645円 78,141円 0円 1,645円

交付対象者
会派または
個人

山﨑 丈
11月～3月

橋本 維文
11月～3月

大西 憲司
11月～3月

長谷川 良果
11月～3月

厚地 弘行
4月～10月

檜田 充
4月～10月

美藤 和広
4月～10月

北本 節代
4月～10月

井上 昭吾
4月～10月

林 政徳
4月～10月

交　付　額 300,000円 300,000円 300,000円 300,000円 420,000円 420,000円 420,000円 420,000円 420,000円 420,000円
支　出　額 369,186円 205,736円 249,479円 72,997円 125,699円 302,530円 302,968円 130,161円 96,623円 443,980円
返　納　額 0円 94,264円 50,521円 227,003円 294,301円 117,470円 117,032円 289,839円 323,377円 0円

費
目
別
支
出
額

研究研修費 88,905円 45,672円 86,180円 40,360円 0円 79,950円 125,790円 0円 66,240円 412,960円
調 査 旅 費 71,418円 71,418円 71,418円 0円 0円 54,124円 46,424円 0円 0円 0円
資料作成費 6,600円 0円 5,567円 5,723円 24,069円 41,813円 19,880円 0円 11,749円 0円
資料購入費 9,900円 0円 0円 0円 33,907円 22,062円 10,182円 64,099円 7,414円 19,800円
要請・陳情活動費 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円
広報広聴費 129,100円 0円 0円 0円 31,885円 0円 0円 0円 0円 0円
備　品　費 0円 0円 0円 0円 833円 0円 0円 833円 0円 0円
通信運搬費 36,798円 62,182円 59,411円 26,914円 35,005円 59,271円 55,386円 65,229円 11,220円 11,220円
事 務 所 費 26,465円 26,464円 26,903円 0円 0円 45,310円 45,306円 0円 0円 0円

※�会派別に取りまとめた令和2年度から令和6年度の政務活動費の資料（精算書、報告書等）は、議会事務局で保管しておりますので、閲覧
を希望される方は、お問い合わせください。

Point!

政 務 活 動 費令和6年度

子ども食堂等の支援のあり方を見直してほしい

　�　　　　　　�子ども食堂の目的が不明瞭となっていないか。本来子ども食堂が必要ない社会が理想ではないか。
支援のあり方を見直すべきでは。

　　　　　　　�今回の子ども・地域食堂支援事業補助金がきっかけで今まで受け取れた支援が打ち切られて、か
えって苦労しているとの話を複数の運営主体から聞いている。

	 子ども食堂は元々困窮世帯を支えることが想定されていたが、市民の方々主
体の自発的ボランティアで運営され、その活動目的は多岐にわたる。困窮世帯の支援もあれば、地域の多世代が
つながる場所づくりを目的とするところもあり、行政側で個々の活動の趣旨につき限定すべきでないと考える。
子ども食堂の必要がない環境づくりの点では、困窮家庭の経済状態が子どもの学びや成長に影響しないようさま
ざまな支援を行うのは行政の役割だが、地域社会のつながりを形成する等、より幅広い目的による子ども食堂・
地域食堂等の地域活動と行政の併存が好ましい。今年度の子ども・地域食堂支援事業補助金は、市長とのタウン
ミーティングでお聞きした運営の現状から子ども食堂・地域食堂の活動継続を支援する趣旨だったが、補助制度
を導入することにより今まで受けていた支援が打ち切られる等、むしろ運営が苦しくなる状況は当初想定してお
らず望んでいない状況であり、早急な整理をしていきたい。

　　　　　　　　�子ども政策の新規事業「子ども・地域食堂支援事業」の執行にあたり、子どもや家庭を支える
環境づくりに支障が出ないよう、地域との意見交換のうえ制度設計の見直しを図ることを要望
しました。

参加者の声

議員の意見

議会から市に現状を聞きました

議会の要望

ご 報 告ご 報 告

詳細はこちら

議会報告会議会報告会ののその後その後

●議会報告会でいただいた意見と検討結果については、ホームページで公開しています。

　各地域の食堂運営団体の実態を踏まえ、当初想定していた一律上限５万円とする制度設計から、開催回　各地域の食堂運営団体の実態を踏まえ、当初想定していた一律上限５万円とする制度設計から、開催回
数や参加人数に応じた上限額を最大12万円と設定することで、これまで「ふるさと地域交付金」を活用さ数や参加人数に応じた上限額を最大12万円と設定することで、これまで「ふるさと地域交付金」を活用さ
れていた団体も、子ども・地域食堂支援事業補助金が選択できるよう、地域・団体の実情に応じ、より柔れていた団体も、子ども・地域食堂支援事業補助金が選択できるよう、地域・団体の実情に応じ、より柔
軟に対応できる仕組みに見直している。今後も団体の声を聴きながら、実効性のある制度となるよう努め軟に対応できる仕組みに見直している。今後も団体の声を聴きながら、実効性のある制度となるよう努め
ていく。ていく。

市からの回答
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